
防災・復興における
男女共同参画の推進に関する
内閣府の取組について

令和７年２月17日
内閣府男女共同参画局

資料３－１



目標値
（2025年）

計画策定時
（2020年）

現状
（2024年）

都道府県防災
会議の委員に
占める女性の
割合

30％ 16.1％ 23.3％

市町村防災会議の委員に占める女性の割合
委員に占める
女性の割合

15％（早期）、
更に30％を目指

す
8.8％ 11.2％

女性が登用さ
れていない組
織数

０ 348
/1,741

274
/1,741

※出典：「地方公共団体における男女共同参画社会の形成又は女性に関する施策の推進状況」（2024 年4月1日時点）

第5次男女共同参画基本計画第8分野の成果目標と現状
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都道府県

市区町村

地方防災会議の委員に占める女性の割合の推移
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令和３年 5月 ・ 「災害対応力を強化する女性の視点」実践的学習プログラムの公表

         ・ 自然災害即応・連携チーム会議の幹事として男女共同参画局長を追加

 

         ・ 中央防災会議の開催

  

７～８月 ・ 大雨により設置された特定災害対策本部会議に男女局長が本部員として出席

         ・ 静岡県熱海市の土砂災害発生に伴い男女局の職員を現地に派遣

11月 ぼうさいこくたい2021「集まれ！防災女性職員とその応援団」を開催
（令和3年から毎年実施。これまでにオンライン＆対面セッションを4回開催）

令和４年５月 ・ 「女性が力を発揮するこれからの地域防災～ノウハウ・活動事例集～」の公表

 ・ 「ガイドラインに基づく地方公共団体の取組状況調査」結果の公表
（令和3年から毎年実施。現在は令和6年分の調査を実施中）

令和５年５月 「防災分野における女性の参画促進～好事例集～」の公表

令和６年１月 能登半島地震の発生に伴い男女局の職員を現地災害対策本部に派遣

６月 「見える化マップ」公表

10月 「男女共同参画の視点からの能登半島地震対応状況調査」開始

✓中央防災会議の委員について、委員（閣僚を除く）に占める女性の割合を11％から33％に拡大
✓防災基本計画を修正し、①地方防災会議への女性の参画拡大、②災害時の性暴力・ＤＶ防止
に係る取組を追加
✓中央防災会議幹事会に男女共同参画局長、主事会に男女共同参画局総務課長を追加

大規模災害発生時に政府の迅速・円滑な初動対応と応急対策を強化する観点から、平時から内閣危機管
理監のもとに関係省庁の局長級がチームとなって情報交換・共有を図るための会議。令和2年４月20日
付けで内閣官房長官決定により設置。通常は官邸で開催。

第5次男女共同参画基本計画策定以降の主な取組
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都道府県・市町村の防災・危機管理担当部局、男女共同参画担当部局が、女性の視
点からの災害対応を進める際に参照できるよう、基本的な考え方、平常時の備え、
初動段階、避難生活、復旧・復興の各段階において取り組むべき事項を示すもの。
https://www.gender.go.jp/policy/saigai/fukkou/pdf/guidelene_01.pdf

            

災害対応力を強化する女性の視点                                        
男女共同参画の視点からの防災・復興ガイドライン～ （令和２年５月）
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男女共同参画の視点からの能登半島地震対応状況調査

 目 的：

 事業概要：検討委員会（3回） アンケート調査 ヒアリング調査 報告会

10月21日,1月21日,３月

• アンケートやヒアリング
調査票の内容確認

• ヒアリング調査先の選
定

• 報告会・報告書の最終
案についての意見交換

※ 議事は原則非公開

11月～

• 被災自治体

• 応援自治体

• 男女共同参画センター

• 民間団体（NGO・NPO
法人）

等

12月中旬～

• アンケート調査結果を
踏まえて選定（２0団体
程度）

• 原則としてオンライン、
必要に応じて現地訪問

３月上旬

• オンライン（ウェビナー）
で自治体職員を対象に
1時間程度を予定
（Max.500人）

最終報告書

【背景】女性版骨太の方針２０２４（女性活躍・男女共同参画の重点方針２０２４）
内閣府では今般の災害対応に当たった被災自治体や応援自治体、民間団体等の平常時の備えや発災後の対応、復旧・復興に向けた取組や各種事例

等を収集し、同ガイドラインを踏まえた災害対応の取組状況について把握するための調査を行う。また、調査結果に基づき、今後の災害対応におい
て男女共同参画の視点を更に反映させられるよう課題や取組を整理し、報告書として取りまとめる。

〇内閣府防災（避難生活担当）
〇内閣府防災（普及・啓発担当）
〇総務省自治行政局公務員部
公務員課応援派遣室

 検討会委員：

〇池田恵子氏（静岡大学教授・座長）
〇池田哲也氏（熊本市文化市民局市民生活部長）
〇小山内世喜子氏（男女共同参画地域

みらいねっと代表理事）
〇斉藤容子氏（関西国際大学客員教授）
〇明城徹也氏（JVOAD事務局長）

令和６年１月１日の能登半島地震において被災した自治体や応援自治体、民間団体等
の平常時の備えや発災後の対応、復旧・復興に向けた取組や各種事例等を収集し、
「男女共同参画の視点からの防災・復興ガイドライン」を踏まえた災害対応の取組状
況について把握する。また調査結果に基づき、今後の災害対応において男女共同参画
の視点を更に反映させられるよう課題や取組を整理し、報告書として取りまとめる

 オブザーバー：
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① 地方防災会議に占める女性委員の割合
を3割以上にする

② 災害対策本部・復興対策本部に女性を配
 置する

防災・復興の意思決定への参画

災害対応の現場への参画

③ 防災・危機管理担当部局の職員に女性を
 配置する

④ 避難所の管理責任者に女性と男性の両
 方を配置する

⑤ 自主防災組織、消防団への女性の参画
 を拡大するとともに、活動を続けられる
 工夫をする

防災・災害対応における女性の参画促進
（第5次男女共同参画基本計画、「男女共同参画の視点からの防災・復興ガイドライン」における記載）
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□ 地方防災会議の女性委員の割合
を３割以上とすることを目指す。

□女性委員がゼロの場合は、早期に
女性委員を登用する。

□大学教員、医療・福祉関係の専門
家（保健師、助産師、看護師、保
育士、介護士等）、民生委員等の
女性を委員に登用する。

２ 地方防災会議（ガイドライン p.12)

① 地方防災会議への女性委員の登用

意思決定層に女性比率が高まると、防災計画に女性の視点に立った対策が取り入れられる。
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：40%以上
：20%以上～40%未満
：15%以上～20%未満
：10％以上～15%未満
：10%未満

都道府県防災会議の委員に占める女性の割合

※出典：「地方公共団体における男女共同参画社会の形成又は女性に関する施策の推進状況」（令和5年度）より内閣府作成



調査対象 1738市町村
調査時期令和５（2023）年12月31日時点 (及び同年1月1日から12月31日）

69.2%

6.8%

41.7%

38%

52.3%

21.1%

18.8%

28.6%

54.1%

66.9%

62.4%

92.9%

13.5%

66.6%

70.1%

78.5%

34%

24.2%

50.5%

72.3%

81.7%

76.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Sanitary goods

Underwear (all size)

Baby formula

Baby bottle

Baby diapers

Baby wipes (wet wipes)

Adult diapers

Nursing care food

Portable toilets

Partitions to ensure privacy

Beds/strechers

女性委員0% 女性委員10％以上

市区町村における防災会議の女性委員割合と常備備蓄の割合の比率

Elderly
products 

Daily 
goods

Zero n=266 municipalities
More than 10% n=776 

乳幼児用品

女性委員ゼロn=266市区町村
女性委員10％以上n=776市区町村
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防災・災害対応への女性の参画

② 災害対策本部への女性職員の配置

１５ 災害対策本部（ガイドライン p.29) 

□ 災害対策本部の構成員に、女性
職員を配置する。

□ 男女共同参画担当部局を所管する
構成員は、ガイドラインに盛り
込まれている事項への対応につ
いて、本部に情報提供・問題提
起する。

□ 災害対策本部の下部組織には、必
ず、男女共同参画担当部局や男
女共同参画センターの職員を配
置する。

94%

6%
県

男性

女性
96%

4%
市町村

内閣府男女共同参画局調べ（平成29年５月）

【参考】熊本地震の災害対策本部における男女比

災害対応の初動段階から女性の視点を取り入れ、ニーズに的確に対応できる。
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都道府県の災害対策本部の女性職員の割合

調査時期：令和５（2023）年12月31日時点

災害対策本部会議における女性職員は平均10％と低い状況となっている。

9



段階ごとに取り組むべき事項【平常時の備え】

 防災・危機管理担当部局の職員の
男女比率を庁内全体の職員の男女比
に近づける。

 庁内職員に対して、ガイドライン
を踏まえた防災研修・訓練等を実施
する。

防災研修・訓練は、防災・危機管理
担当部局と男女共同参画部局・男女
共同参画センターとが連携して実施
する。

女性職員ゼロ

1063

61.1%

1名以上

663

38.1%

防災部局職員ゼロ

15

0.9%

防災・危機管理部局に女性職員がいない市区町村数
（政令市を含む1741市区町村）

内閣府男女共同参画局調べ
調査時期：令和５（2023）年12月31日時点

③ 防災・危機管理部局への女性職員の配置

1 職員の体制と研修（ガイドラインp.11）

平常時から男女共同参画の視点に立って施策を考え、計画や各種マニュアルに反映できる。
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調査時期：令和５（2023）12月31日時点

都道府県の防災・危機管理部局の女性職員の割合

令和5年12月末時点の防災部局の女性職員の割合は平均１２％と低い状況となっている。

調査時期：令和５（2023）年12月31日時点
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災害対応に携わる女性職員への支援体制の整備

５ 応援・受援体制（ガイドラインp.16)

【受援】

□ 女性の応援職員にとって安全で
安心できる受入環境を定めるよ
うに努め、女性の応援職員の円
滑な受入れに努める。

【応援】

□ 受援側の要請を踏まえつつ、女性
の職員等を積極的に派遣するよ
う努める。

□ 派遣される女性職員にとって安
全・安心できる派遣環境を整え
る。

１６ 災害対応に携わる女性職員等への支援
                                                                       (ガイドライン p.30)

□ 子育てや介護等を行っている女性・男性
職員が、災害対応業務に参画できるよ
う支援に努める（保育所等の早期復旧・
復興や庁舎内・避難所等での一時預か
りの検討）

□ 女性職員が宿直等を安全・安心に行える
環境を整備する。

災害対応業務に参画する職員への支援は女性に限らず、全ての職員に必要である。
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災害時に職員が働きやすい環境を作る

～愛知県 豊橋市の事例～
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段階ごとに取り組むべき事項【避難生活】

２０ 避難所の環境整備 (ガイドライン p.35）

□ プライバシーの十分に確保された間仕切
りにより、世帯ごとのエリアを設ける。

□ トイレ・物干し場・更衣室・休養スペース・入
浴設備は、男女別に設ける。 授乳室を設
ける。

□ 女性用品の配布場所を設ける。

間仕切り＆段ボールベッドの例

更衣室・授乳室
（ドーム型）

女性専用物干し場

19 避難所の開設・運営（ガイドライン p.34)

□ 管理責任者に、女性と男性の両方を配置
する。

□ 「避難所チェックシート」を活用し、巡回指
導を行う。

④避難所の管理責任者への女性と男性の両方を配置

避難所の運営に女性が参画することで、男女双方のニーズにきめ細かく対応できる。

14



段階ごとに取り組むべき事項【避難生活】

７ 自主防災組織（ガイドライン p. 18)

□ 自主防災組織における女性の参画を
促進する。

□ 自主防災組織における男女の理解の
促進や女性による自主防災組織の形
成を支援する

□ 女性リーダーの育成を推進し、平常時
からリーダー同士の連携や情報共有
を図る。

⑤自主防災組織等への女性の参画、女性防災リーダーの育成

災害時のトイレ作り体験の説明をする
いばらき女子防災部員

【大阪府茨木市】

現場への参画推進とともに、参画する女性を育成することも重要である。
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地域で女性が防災活動するにあたっての課題、地方公共団体及び自治会・
自主防災組織等の先進的な取組について調査・分析をもとに作成した、
女性の防災リーダーが地域で活躍するためのノウハウ・事例集です。
https://www.gender.go.jp/policy/saigai/knowhow/

女性が力を発揮するこれからの地域防災
～ノウハウ・活動事例集～ （令和4年3月）
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防災分野における女性の参画促進～好事例集～（令和５年５月）

地方防災会議委員に占める女性委員比率の向上、防災・危機管理部局への
女性職員の配置等、防災分野での女性の参画拡大に積極的に取り組む
17自治体を紹介 https://www.gender.go.jp/policy/saigai/suishin/index.html

山形県酒田市
山形県高畠町
茨城県
群馬県渋川市
東京都
岐阜県
静岡県浜松市
愛知県豊橋市
大阪府堺市
大阪府茨木市
兵庫県明石市
鳥取県
香川県坂出市
高知県高知市
福岡県桂川町
長崎県
沖縄県那覇市

本事例集で
紹介している自治体

参考
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男女共同参画の視点からの令和６年能登半島地震に係る取組

１月１日 被災自治体に対し「男女共同参画の視点からの防災・復興ガイドライン」
に基づく取組を進めるよう要請。

１月５日 男女共同参画局職員を現地災害対策本部に派遣(～3月29日、計12名)
   ・避難所に支援に入る国、県・市町、自衛隊、警察、民間団体に女性の視点からの
                            「避難所チェックシート」の周知・活用を依頼
       ・石川県と連携し、女性の視点に立った１.5次避難所開設・運営への支援
       ・防犯ブザーをプッシュ型支援として4,200個市町に配布するなど
              避難所における性暴力・DV被害防止のための取組を実施

１月17日 各都道府県に対し、石川県作成の性暴力・ＤＶ防止啓発ポスターや、
避難所チェックシートの活用を応援職員等に周知するよう依頼。

１月29日 各都道府県に対し、広域避難先においても被災者が性暴力・DVに
 関して相談できるよう配慮するとともに、相談窓口の周知を依頼。

２月10日 加藤大臣の被災地視察

～３月末 石川県に対し、「応急仮設住宅・復興住宅チェックシート」について、
                市町への周知・活用の依頼。
4月～ 石川県の関係部局と密に情報共有し、ニーズに応じて支援。

10月～ 男女共同参画の視点に立った能登半島地震対応状況調査
18

参考



男女共同参画の視点からの防災・復興ガイドライン p.57-58

避難所チェックシート 石川県作成ポスター

https://www.gender.go.jp/policy/saigai/fukkou/pdf/guidelene_07.pdf

参考
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災害用物資・機材等の備蓄状況に関する調査結果（令和７年1月公表）

内閣府防災担当では、令和６年能登半島地震を受け、全国の地方公共団体（都道府
県及び市区町村）における災害用物資・機材等の備蓄状況に関する調査を実施し、
調査結果をとりまとめました。
https://www.bousai.go.jp/taisaku/hinanjo/pdf/r7_0109.pdf
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○調査対象
全国都道府県及び市区町村

○調査時点
令和６年1１月１日

○調査内容
災害用物資・機材等の備蓄状況

https://www.bousai.go.jp/taisaku/hinanjo/pdf/r7_0109.pdf
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